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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２. 売上高には、消費税等は含まれていない。 

３. 第104期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在

株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載していない。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第104期

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第105期
第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第104期 

会計期間 
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日 

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日 

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日 

売上高（百万円）  120,113  139,985  549,556

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 △3,413  3,051  18,995

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円） 
 △3,269  1,715  8,217

純資産額（百万円）  189,991  199,473  202,190

総資産額（百万円）  655,575  665,204  654,793

１株当たり純資産額（円）  166.91  175.97  177.88

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額（△）

（円） 

 △3.25  1.71  8.17

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  1.70  8.16

自己資本比率（％）  25.6  26.6  27.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 8,448  16,764  60,107

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △6,821  △5,990  △29,928

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △8,853  △5,324  △32,265

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 32,111  42,764  37,281

従業員数（人）  11,445  11,225  11,108
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりである。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となった。 

  

（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメント情報の名称を記載している。 

２．特定子会社に該当している。 

３．平成22年２月１日に、タイ・カプロラクタム，パブリック・カンパニー・リミテッド（12月決算・連結子

会社・特定子会社）とウベ・ナイロン・タイランド，リミテッド（12月決算・連結子会社）が新設合併

し、ウベ・ケミカルズ・アジア，パブリック・カンパニー・リミテッドとなった。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員数である。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数である。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金 

（百万BAHT）
主要な事業の内容

議決権の所有割合 

（％）  
関係内容 

（連結子会社）  

ウベ・ケミカルズ・ア

ジア，パブリック・カ

ンパニー・リミテッド 

（注）２、３  

タイ  

バンコック市 
8,804 化成品・樹脂   92.67

当社化学事業の一環とし

て、タイでナイロン樹脂、

ナイロンコンパウンド、カ

プロラクタム、硫安の製

造、販売を行っている。 

 役員の兼任等  ９名 

（うち当社従業員 ９名）

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 11,225      

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 3,632      
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(1）生産実績 

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。  

（注）１．金額は平均販売価格によっており、相殺消去前の数値によっている。 

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2）受注状況 

当第１四半期連結会計期間における機械・金属成形及びエネルギー・環境の受注状況を示すと、次のとおりであ

る。なお、機械・金属成形及びエネルギー・環境を除くセグメントの製品については、受注生産は行っていない。

（注）上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(3）販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去前の数値によっている。 

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。  

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。  

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

化成品・樹脂  45,635  －

機能品・ファイン  16,300  －

医薬   856  －

建設資材  25,596  －

機械・金属成形  16,940  －

エネルギー・環境  2,443  －

合計  107,770  －

セグメントの名称 受注高（百万円）
前年同四半期比

（％）  
受注残高（百万円） 

前年同四半期比
（％） 

機械・金属成形  14,103  －  50,351  －

エネルギー・環境  323  －  357  －

合計  14,426  －  50,708  －

 セグメントの名称 金額（百万円）  前年同四半期比（％）  

 化成品・樹脂  43,635  －

 機能品・ファイン  16,703  －

 医薬   1,998  －

 建設資材  47,083  －

 機械・金属成形  19,919  －

 エネルギー・環境  11,781  －

 その他  6,293  －

 消去  △7,427  －

 合計  139,985  －

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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  (1) 業績の状況 

 当第１四半期連結会計期間の経済情勢は、アジアでは中国を中心として景気拡大が継続し、米国でも景気は

緩やかに回復したが、欧州ではギリシャ財政危機を契機として信用不安が発生するなど、世界経済については

厳しい状況が続いた。国内経済では、アジア向けを中心とする輸出の増加、個人消費の持ち直しなどにより景

気は緩やかな回復基調を示しながらも、雇用環境は厳しく、デフレ状態が継続するなど、力強さを欠いた。 

  このような状況の下、当社グループは当連結会計年度を初年度とする三カ年の中期経営計画「ステージアッ

プ２０１２ ―新たなる挑戦―」の基本方針に基づき、目標の早期達成に向けて業績の向上に取組んできた。 

この結果、当社グループの連結売上高は前年同四半期連結会計期間に比べ19,872百万円増の139,985百万円、

連結営業利益は5,611百万円増の4,369百万円、連結経常利益は6,464百万円増の3,051百万円、連結四半期純利

益は4,984百万円増の1,715百万円となった。 

なお、当社グループの第１四半期連結会計期間は、化成品・樹脂及び機能品・ファイン製品の製造工場の定

期修理が第１四半期連結会計期間に集中すること、建設資材セグメントの主力製品であるセメントの需要が第

３及び第４四半期連結会計期間に偏ること、機械製品の売上計上が連結会計年度末に集中することなどの季節

要因による影響を受け、他の四半期連結会計期間に比べ低水準となる傾向がある。 

  

セグメントの業績は以下のとおりである。本年４月に新設した医薬事業部を新たにセグメントとして区分表

示すると共に、セグメント別売上高、営業利益については、当第１四半期連結会計期間より適用された新セグ

メント会計基準（「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等の開示に関する会計

基準の適用指針」）に準拠している。前年同四半期連結会計期間についても、参考としてセグメント区分及び

売上高、営業利益を同様に作成し直し、比較対象としている。  

  

 化成品・樹脂 

前連結会計年度後半に急回復したポリブタジエン（合成ゴム）、カプロラクタム、ナイロン樹脂の出荷は、アジ

ア市場の堅調な需要にも支えられ好調であった。カプロラクタムのスプレッド（製品と原料の値差）についても、

需給環境の改善を反映し、前年同四半期連結会計期間に比べ大幅に拡大した。工業薬品の出荷は堅調であった。 

この結果、当セグメントの連結売上高は前年同四半期連結会計期間に比べ10,798百万円増の43,635百万円、連結

営業利益は4,969百万円増の742百万円となった。 

  

 機能品・ファイン 

リチウムイオン電池用電解液・セパレーター、LED・半導体向け高純度化学薬品、ファインケミカル製品の出荷

は好調であった。ポリイミド製品の出荷は薄型テレビ向けフィルムを中心に伸長した。前連結会計年度不振であっ

たガス分離膜の出荷は窒素分離膜を中心に回復に転じ、前年同四半期連結会計期間を上回った。 

この結果、当セグメントの連結売上高は前年同四半期連結会計期間に比べ4,008百万円増の16,703百万円、連結

営業利益は1,713百万円増の1,666百万円となった。 

  

 医薬 

 自社医薬品、受託医薬品の出荷は堅調であったが、一部製品の出荷繰下げの影響もあり、いずれも前年同四半期

連結会計期間を下回った。 

この結果、当セグメントの連結売上高は前年同四半期連結会計期間に比べ794百万円減の1,998百万円、連結営業

利益は765百万円減の567百万円であった。 

  

 建設資材 

マンション・住宅着工戸数や企業の設備投資は下げ止まりつつあるものの、セメント・生コン、建材製品の出荷

は前年同四半期連結会計期間を下回った。これに対応するため一層のコストダウンに取り組み、各種廃棄物の原燃

料へのリサイクル利用も前年同四半期連結会計期間並みを確保した。一方、カルシア、マグネシア製品の出荷は、

粗鋼生産回復の影響などにより好調であった。 

この結果、当セグメントの連結売上高は前年同四半期連結会計期間に比べ3,454百万円増の47,083百万円、連結

営業利益は715百万円増の1,075百万円となった。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 機械・金属成形 

機械事業は、電力会社向け運搬機や中国向け竪型ミルなど各種産業機械の出荷は堅調で、自動車産業の設備投資

抑制を受け不振が続いていた成形機の出荷は、未だ低水準ながら前年同四半期連結会計期間を上回った。受注は、

成形機、産業機械とも低調で、国内外メーカーとの競争が激しさを増している。製鋼品の出荷は堅調であったが、

円高などの影響を受け採算は悪化した。 

アルミホイール事業は、ハイブリッド車向けを中心に出荷は増加したが、採算は厳しい状況が続いた。 

この結果、当セグメントの連結売上高は前年同四半期連結会計期間に比べ3,266百万円増の19,919百万円、連結

営業利益は75百万円増の192百万円となった。 

  

 エネルギー・環境 

販売炭の出荷は、主要顧客である化学、電力会社向けを中心に堅調で、コールセンター（石炭貯炭場）の取扱い

数量においても電力会社向けを中心に好調であった。電力卸供給事業は、売電価格の低下により採算が悪化した。

この結果、当セグメントの連結売上高は前年同四半期連結会計期間に比べ853百万円減の11,781百万円、連結営

業利益は未実現利益の影響もあり1,103百万円減の129百万円であった。 

  

 その他 

その他の連結売上高は、海外販社の増収等により前年同四半期連結会計期間に比べ1,759百万円増の6,293百万

円、連結営業利益は77百万円増の195百万円となった。 

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

  
 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

  営業活動により得られた資金は、前年同四半期連結会計期間に比べ8,316百万円増の16,764百万円となった。こ

れは税金等調整前四半期純利益の増加や、運転資金増減（売上債権、たな卸資産及び仕入債務の増減額合計）に

よる収入が増加したことなどによるものである。 

  

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用した資金は、前年同四半期連結会計期間に比べ831百万円減の5,990百万円となった。これ

は有形固定資産の売却による収入の増加や有形及び無形固定資産の取得による支出が減少したことなどによるも

のである。 

  

  (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

  財務活動の結果使用した資金は、前年同四半期連結会計期間に比べ3,529百万円減の5,324百万円となった。こ

れは長期借入れによる収入が減少したものの、コマーシャル・ペーパーの増減額の増加や長期借入金の返済によ

る支出が減少したことなどによるものである。 

  

 この結果、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、現金及び現金同等物に係る換算差額

等を含め、前年同四半期連結会計期間末に比べ10,653百万円増の42,764百万円となった。 

  

 (3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。 

  

 (4) 研究開発活動 

  当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、3,159百万円である。なお、当第１

四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。   
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(1）主要な設備の状況 

  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行される株式数は含まれていない。 

  

会社法に基づき発行した新株予約権に関する事項は、次のとおりである。 

① 平成19年２月７日取締役会決議    

※１ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点にお

いて残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新

株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株

予約権を新たに発行するものとする。ただし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  3,300,000,000

 計  3,300,000,000

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数（株） 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月９日） 

上場金融商品取引所名又は登録認可
金融商品取引業協会名 

内容

普通株式  1,009,165,006  1,009,165,006
株式会社東京証券取引所（市場第１部） 

証券会員制法人福岡証券取引所 

単元株式数

1,000株 

計  1,009,165,006  1,009,165,006 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

  
第１四半期会計期間末現在 

（平成22年６月30日） 

新株予約権の数（個）                       244 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数 1,000株  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 244,000 

新株予約権行使時の払込金額（円） 1 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年２月22日 

至 平成44年２月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式 

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       389 

資本組入額      195 

新株予約権の行使の条件 

 上記権利行使期間内において、新株予約権者が当社の取締役

及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下権利

行使開始日）から８年間に限り権利を行使することができる。

ただし、新株予約権者が平成43年２月21日までに権利行使開始

日を迎えなかった場合には、平成43年２月22日から平成44年２

月21日の期間内に限り権利行使することができる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による募集新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※１ 
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 ② 平成19年６月28日取締役会決議 

※１ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点にお

いて残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新

株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株

予約権を新たに発行するものとする。ただし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。 

  

  
第１四半期会計期間末現在 

（平成22年６月30日） 

新株予約権の数（個）                       225 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数 1,000株  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 225,000 

新株予約権行使時の払込金額（円） 1 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月13日 

至 平成44年７月12日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式 

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       352 

資本組入額      176 

新株予約権の行使の条件 

 上記権利行使期間内において、新株予約権者が当社の取締役

及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下権利

行使開始日）から８年間に限り権利を行使することができる。

ただし、新株予約権者が平成43年７月12日までに権利行使開始

日を迎えなかった場合には、平成43年７月13日から平成44年７

月12日の期間内に限り権利行使することができる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による募集新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※１ 
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 ③ 平成20年６月27日取締役会決議 

※１ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点にお

いて残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新

株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株

予約権を新たに発行するものとする。ただし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。 

  

  
第１四半期会計期間末現在 

（平成22年６月30日） 

新株予約権の数（個）                       243 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数 1,000株  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 243,000 

新株予約権行使時の払込金額（円） 1 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月14日 

至 平成45年７月13日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式 

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       327 

資本組入額      164 

新株予約権の行使の条件 

  上記権利行使期間内において、新株予約権者が当社の取締役

及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下権利

行使開始日）から８年間に限り権利を行使することができる。

ただし、新株予約権者が平成44年７月13日までに権利行使開始

日を迎えなかった場合には、平成44年７月14日から平成45年７

月13日の期間内に限り権利行使することができる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による募集新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※１ 
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④ 平成21年６月26日取締役会決議 

※１ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点にお

いて残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新

株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株

予約権を新たに発行するものとする。ただし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。 

  

該当事項なし。   

  

該当事項なし。   

  

   

  
第１四半期会計期間末現在 

（平成22年６月30日） 

新株予約権の数（個）                       322 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数 1,000株  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 322,000 

新株予約権行使時の払込金額（円） 1 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年７月13日 

至 平成46年７月12日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式 

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       224 

資本組入額      112 

新株予約権の行使の条件 

  上記権利行使期間内において、新株予約権者が当社の取

締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日

（以下権利行使開始日）から８年間に限り権利を行使する

ことができる。ただし、新株予約権者が平成45年７月12日

までに権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成45年

７月13日から平成46年７月12日の期間内に限り権利行使す

ることができる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による募集新株予約権の取得については、当社取締

役会の決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※１ 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 

(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成22年４月１日～ 

平成22年６月30日  
 －  1,009,165  －  58,434  －  25,715
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１．当第１四半期会計期間において、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びその共同保有者４社

の代理人であるアンダーソン・毛利・友常法律事務所から平成22年４月21日付の大量保有報告書（変更報告

書）の写しの送付があり、平成22年４月15日現在でぞれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受け

ているが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができない。 

  

２．当第１四半期会計期間において、住友信託銀行株式会社及びその共同保有者１社から平成22年５月21日付の

大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成22年５月14日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保

有している旨の報告を受けているが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の

確認ができない。 

  

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。 

  
①【発行済株式】 

 平成22年６月30日現在 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権６個）が含まれている。 

  

(6)【大株主の状況】

氏名又は名称    住所 
保有株券等の数

（株） 

株券等保有割合

（％） 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメ

ント株式会社 

東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 

東京ビルディング 
  61,512,000   6.10

ジェー・ピー・モルガン・インベス

トメント・マネージメント・インク 

米国、ニューヨーク州 ニューヨーク パ

ーク・アベニュー245 
  1,242,189   0.12

ジェー・ピー・モルガン・ホワイト

フライヤーズ・インク 

米国、デラウェア州 ニューアーク・ス

タントン・クリスティアナ・ロード500 
  1,313,549   0.13

ＪＰモルガン証券株式会社 
東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 

東京ビルディング 
  3,610,000   0.36

ジェー・ピー・モルガン・セキュリ

ティーズ・リミテッド 

英国、ロンドン、ＥＣ２Ｙ ５ＡＪ、ロ

ンドン・ウォール 125 
 1,148,777  0.11

計 ―   68,826,515   6.82

氏名又は名称    住所 
保有株券等の数

（株） 

株券等保有割合

（％） 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号   60,652,000   6.01

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂９丁目７番１号   35,812,000   3.55

計 ―   96,464,000   9.56

(7)【議決権の状況】

区分  株式数（株）  議決権の数（個） 内容  

  無議決権株式 － －   － 

  議決権制限株式（自己株式等） － －   － 

  議決権制限株式（その他） － －   － 

  完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         4,562,000 －   単元株式数 1,000株 

  完全議決権株式（その他） 普通株式      998,910,000  998,910  同上 

  単元未満株式 普通株式          5,693,006 －  
 １単元（1,000株） 

 未満の株式 

  発行済株式総数  1,009,165,006 －   － 

  総株主の議決権 －  998,910  － 
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②【自己株式等】 

平成22年６月30日現在

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部におけるものである。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。  

  

（注）前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、執行役員の異動はない。 

  

 所有者の氏名又は名称  所有者の住所 
自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

 所有株式数の 

合計（株） 

 発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

宇部興産㈱ 
山口県宇部市大字小

串1978番96号 
 2,011,000  －  2,011,000  0.20

萩森興産㈱ 
山口県宇部市大字沖

宇部525番125号  
 2,445,000  －  2,445,000  0.24

㈱宇部情報システム 
山口県宇部市相生町

８番１号 
 3,000  －  3,000  0.00

山機運輸㈱ 
山口県宇部市港町２

丁目１番６号 
 54,000  －  54,000  0.01

㈱北見宇部 
北海道北見市大正 

273番１号 
 24,000  －  24,000  0.00

萩宇部生コンクリート 

㈱ 

山口県萩市土原150

番１号 
 24,000  －  24,000  0.00

㈱木村製作所  

兵庫県加古郡稲美町

六分一百丁歩1362番

66号  

 1,000  －  1,000  0.00

計   －  4,562,000  －  4,562,000  0.45

２【株価の推移】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 

最高（円）  256  241  248

最低（円）  239  210  209

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けている。                               

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 42,992 37,511

受取手形及び売掛金 129,894 133,522

商品及び製品 31,520 26,508

仕掛品 21,270 19,178

原材料及び貯蔵品 27,056 24,018

その他 22,412 21,328

貸倒引当金 △459 △478

流動資産合計 274,685 261,587

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 89,121 90,647

機械装置及び運搬具（純額） 128,537 130,494

土地 82,140 82,264

その他（純額） 22,455 21,327

有形固定資産合計 ※1  322,253 ※1  324,732

無形固定資産   

その他 4,241 4,213

無形固定資産合計 4,241 4,213

投資その他の資産   

投資有価証券 32,154 32,757

その他 34,359 33,995

貸倒引当金 △2,518 △2,526

投資その他の資産合計 63,995 64,226

固定資産合計 390,489 393,171

繰延資産 30 35

資産合計 665,204 654,793
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 88,716 78,983

短期借入金 109,609 111,555

コマーシャル・ペーパー 4,000 －

1年内償還予定の社債 60 560

未払法人税等 1,704 3,888

賞与引当金 9,507 6,474

その他の引当金 1,167 1,018

その他 47,188 43,995

流動負債合計 261,951 246,473

固定負債   

社債 15,120 15,140

長期借入金 150,728 152,954

退職給付引当金 7,211 7,246

その他の引当金 1,666 2,674

負ののれん 2,351 2,531

資産除去債務 1,096 －

その他 25,608 25,585

固定負債合計 203,780 206,130

負債合計 465,731 452,603

純資産の部   

株主資本   

資本金 58,435 58,435

資本剰余金 28,445 28,445

利益剰余金 99,266 101,579

自己株式 △776 △770

株主資本合計 185,370 187,689

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,163 1,556

繰延ヘッジ損益 △233 △251

為替換算調整勘定 △9,388 △10,155

評価・換算差額等合計 △8,458 △8,850

新株予約権 325 318

少数株主持分 22,236 23,033

純資産合計 199,473 202,190

負債純資産合計 665,204 654,793
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

売上高 120,113 139,985

売上原価 103,517 116,935

売上総利益 16,596 23,050

販売費及び一般管理費 ※1  17,838 ※1  18,681

営業利益又は営業損失（△） △1,242 4,369

営業外収益   

受取利息 128 109

受取配当金 187 495

受取賃貸料 573 592

負ののれん償却額 41 37

持分法による投資利益 － 319

その他 597 665

営業外収益合計 1,526 2,217

営業外費用   

支払利息 1,547 1,307

賃貸費用 559 577

持分法による投資損失 295 －

為替差損 54 505

その他 1,242 1,146

営業外費用合計 3,697 3,535

経常利益又は経常損失（△） △3,413 3,051

特別利益   

固定資産売却益 7 102

持分変動利益 － 421

貸倒引当金戻入額 28 49

特別利益合計 35 572

特別損失   

固定資産処分損 1,642 106

投資有価証券評価損 8 7

貸倒引当金繰入額 20 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 900

特別損失合計 1,670 1,013

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△5,048 2,610

法人税等 ※2  △1,384 ※2  1,166

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,444

少数株主損失（△） △395 △271

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,269 1,715
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△5,048 2,610

減価償却費 8,291 8,181

負ののれん償却額 △41 △37

貸倒引当金の増減額（△は減少） △64 △27

受取利息及び受取配当金 △315 △604

支払利息 1,547 1,307

為替差損益（△は益） △21 62

持分法による投資損益（△は益） 295 △319

固定資産売却損益（△は益） △10 △107

売上債権の増減額（△は増加） 9,464 3,916

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,968 △10,160

仕入債務の増減額（△は減少） △17,160 10,024

その他 5,806 5,413

小計 11,712 20,259

利息及び配当金の受取額 411 848

利息の支払額 △989 △757

法人税等の支払額 △2,686 △3,586

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,448 16,764

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △6,985 △6,590

有形固定資産の売却による収入 120 670

投資有価証券の取得による支出 △14 △12

短期貸付金の増減額（△は増加） 64 △38

その他 △6 △20

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,821 △5,990

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,558 △1,345

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） － 4,000

長期借入れによる収入 4,006 600

長期借入金の返済による支出 △5,685 △3,598

社債の償還による支出 △20 △520

配当金の支払額 △4,033 △4,030

少数株主への配当金の支払額 △497 △312

その他 △66 △119

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,853 △5,324

現金及び現金同等物に係る換算差額 206 33

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,020 5,483

現金及び現金同等物の期首残高 39,131 37,281

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  32,111 ※1  42,764
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１.連結の範囲に関す

る事項の変更 

(1)連結の範囲の変更 

タイ・カプロラクタム，パブリック・カンパニー・リミテッドとウベ・ナイロン・タイラン

ド，リミテッドが新設合併し、ウベ・ケミカルズ・アジア，パブリック・カンパニー・リミテ

ッドとなった。これに伴い当第１四半期連結会計期間より、タイ・カプロラクタム，パブリッ

ク・カンパニー・リミテッド及びウベ・ナイロン・タイランド，リミテッドを連結の範囲から

除外し、ウベ・ケミカルズ・アジア，パブリック・カンパニー・リミテッドを連結の範囲に含

めた。 

(2)変更後の連結子会社の数 

  66社  

２．会計処理基準に

関する事項の変更 

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱

い」の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成

20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第24号 平成20年３月10日）を適用している。 

これによる損益への影響は軽微である。 

(2)資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号 平成20年３月31日）を適用している。 

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ7百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は

907百万円減少している。 

(3)企業結合に関する会計基準等の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平

成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月

26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12

月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、

「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成

20年12月26日）を適用している。 

【表示方法の変更】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１.四半期連結損益計

算書 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財

務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示して

いる。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１．税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて計算している。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著

しく合理性を欠く結果となる会社については、法定実効税率を使用する方法により計算した

金額を計上している。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示している。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１  有形固定資産の減価償却累計額は 百万円

であり、当該累計額には、減損損失累計額が含まれ

ている。  

659,355 ※１  有形固定資産の減価償却累計額は 百万円

であり、当該累計額には、減損損失累計額が含まれ

ている。 

664,858

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

販売運賃諸掛 百万円3,832

貸倒引当金繰入額  8

給料手当  3,947

賞与引当金繰入額  1,279

役員退職慰労引当金繰入額  47

役員賞与引当金繰入額  3

販売運賃諸掛 百万円4,474

貸倒引当金繰入額  33

給料手当  4,135

賞与引当金繰入額  1,289

役員退職慰労引当金繰入額  57

    

※２ 法人税等には、「法人税、住民税及び事業税」、

「法人税等調整額」が含まれている。  

※２          同左  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 ※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   現金及び預金 32,322百万円 

   
預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 

  

△211
  

  現金及び現金同等物    32,111  

 ※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   現金及び預金 42,992百万円 

   
預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 

  

△228
  

  現金及び現金同等物    42,764  
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年６月30日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数 

  普通株式 1,009,165千株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  普通株式    3,824千株 

   

３．新株予約権等に関する事項 

  ストック・オプションとしての新株予約権  

   新株予約権の四半期連結会計期間末残高   親会社 325百万円  

   

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

        

（株主資本等関係）

  

（決議） 

  

株式の種類 

配当金の 

総額 

（百万円）

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成22年６月29日

 定時株主総会 
普通株式      4,029          4 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金
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前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）  

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分は内部管理上採用している区分によっている。 

２．各事業区分の主要製品 

  

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

    ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア…………タイ 

その他の地域…米国、ドイツ、スペイン 

     

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
化成品・
樹脂 

(百万円)

機能品・
ファイン 
（百万円) 

建設資材
(百万円)

機械・
金属成形
(百万円) 

エネルギ
ー・環境 
(百万円) 

その他
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結
(百万円)

売上高                   

(1)外部顧客に 

対する売上高 
 32,333  16,956  42,954  16,471  10,428  971  120,113  ―  120,113

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 983  355  675  182  2,206  233  4,634 ( ) 4,634  ―

計  33,316  17,311  43,629  16,653  12,634  1,204  124,747 ( ) 4,634  120,113

営業利益又は

営業損失(△) 
 △4,151  1,239  360  △67  1,245  203  △1,171 ( ) 71  △1,242

事業区分 主要製品

化成品・樹脂 カプロラクタム、ナイロン樹脂、工業薬品、ポリブタジエン 

機能品・ファイン 機能性材料、ファインケミカル、医薬品 

建設資材 
セメント、クリンカー、生コンクリート、建設資材製品、カルシ 

ア・マグネシア、機能性無機材料 

機械・金属成形 諸機械器具、アルミホイール 

エネルギー・環境 石炭、電力 

その他 不動産 

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

(百万円) 
アジア

(百万円)  
その他の地域

(百万円) 
計

(百万円) 
消去又は全社 

(百万円) 
連結

(百万円) 

売上高             

(1)外部顧客に対する 

売上高 
 104,347  8,189  7,577  120,113  ―  120,113

(2)セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
 1,906  1,096  408  3,410 ( ) 3,410  ―

計  106,253  9,285  7,985  123,523 ( ) 3,410  120,113

営業利益又は営業損失(△)  △1,448  329  △472  △1,591     349  △1,242
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前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

 前第１四半期連結累計期間 

（1）アジア………韓国、中国、台湾、タイ 

（2）ヨーロッパ…ドイツ、スペイン 

（3）その他………米国、南アメリカ地域、オセアニア地域、アフリカ地域 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

４．地域の区分の変更 

 前第１四半期連結累計期間  

 従来、地域の区分は「アジア」「北アメリカ」「ヨーロッパ」「その他」の４区分としていたが、「北ア

メリカ」の重要性が低下したため、当第１四半期連結累計期間より「アジア」「ヨーロッパ」「その他」の

３区分に変更した。 

 なお、当第１四半期連結累計期間の北アメリカ地域における売上高は、1,434百万円である。 

  

【海外売上高】

  アジア ヨーロッパ その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  21,082  5,534  1,895  28,511

Ⅱ 連結売上高（百万円）        120,113

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
 17.6  4.6  1.5  23.7
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１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。  

 当社は製品・サービス別に「化成品・樹脂」、「機能品・ファイン」、「医薬」、「建設資材」、「機

械・金属成形」、「エネルギー・環境」、「その他」を報告セグメントとしている。 

 「医薬」は、従来は「機能品・ファイン」に含まれていたが、組織変更により、当第１四半期連結累計期

間より報告セグメントとしている。 

 「化成品・樹脂」は、カプロラクタム、ナイロン樹脂、工業薬品、合成ゴム等の製造、販売を行ってい

る。 

 「機能品・ファイン」は、ファインケミカル、機能性材料等の製造、販売を行っている。  

 「医薬」は、医薬品原体・中間体の製造、販売を行っている。 

 「建設資材」は、セメント、クリンカー、生コンクリート、建設資材製品、カルシア・マグネシア、機能

性無機材料等の製造、販売を行っている。 

 「機械・金属成形」は一般産業用機械、橋梁、アルミホイール等の製造、販売を行っている。 

 「エネルギー・環境」は、石炭の輸入、販売、コールセンターの運営、電力卸供給事業（ＩＰＰ）を含む

電力供給事業を行っている。 

 「その他」は、不動産の開発、売買、賃貸等、並びに海外における当社グループの製品の販売を行ってい

る。  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

 （単位：百万円） 

 （注） セグメント利益の調整額△197百万円には、セグメント間取引消去17百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△214百万 

    円が含まれている。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等である。   

  

（追加情報）  

      当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平 

     成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20 

     号 平成20年３月21日）を適用している。  

  

【セグメント情報】

   報告セグメント 

調整額  

(注) 

四半期連結

損益計算書

計上額 
  

化成品・ 

樹脂 

機能品・ 

ファイン 
医薬  建設資材 

機械・ 

 金属成形

エネルギ 

ー・環境 
その他 計 

 売上高                     

 外部顧客への 

 売上高 
40,734 15,875 1,998 46,139 19,582 9,860 5,797 139,985 ―  139,985

 セグメント間の内部 

 売上高又は振替高 
2,901 828 ― 944 337 1,921 496 7,427 △7,427 ― 

計 43,635 16,703 1,998 47,083 19,919 11,781 6,293 147,412 △7,427 139,985

 セグメント利益 

 （営業利益）  
742 1,666 567 1,075 192 129 195 4,566 △197 4,369
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等又は四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 該当事項なし。   

  

① 平成22年４月23日、東京地方裁判所において、首都圏の建設従事者とその遺族305名を原告、国及びウベボー 

 ド㈱（当社連結子会社）を含む44社を被告として、建設現場で使用されていた石綿含有建材の石綿粉じんを吸引

 して石綿関連疾患に罹患したとして、総額5,390百万円を、連帯し損害賠償として支払うよう求める訴えが提起 

 された。 

  

② 平成22年４月23日、横浜地方裁判所において、神奈川県内の建設従事者とその遺族38名を原告、国及びウベボ

 ード㈱（当社連結子会社）を含む45社を被告として、建設現場で使用されていた石綿含有建材の石綿粉じんを吸

 引して石綿関連疾患に罹患したとして、総額1,386百万円を、連帯し損害賠償として支払うよう求める訴えが提 

 起された。  

  

該当事項なし。  

  

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭175 97   １株当たり純資産額 円 銭177 88   

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 ３円 銭25 １株当たり四半期純利益金額     １円 銭71

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、潜在株式は存在するものの、１株当たり

四半期純損失であるため記載していない。 

 潜在株式調整後１株当たり四半期 

 純利益金額                １円70銭 

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
           

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  △3,269  1,715

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は普通株式に係る

四半期純損失（△）（百万円） 
 △3,269  1,715

期中平均株式数（千株）  1,005,966  1,005,351

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  －  1,029

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

  

                 

  

  

  

                 

  

  

（重要な後発事象）

２【その他】

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２１年８月６日

宇部興産株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渡辺 和紀  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 石川 純夫  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている宇部興産株式

会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２１年４月１

日から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、宇部興産株式会社及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  
（注）  １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２２年８月６日

宇部興産株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小野 隆良  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 石川 純夫  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 原賀 恒一郎  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている宇部興産株式

会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２２年４月１

日から平成２２年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、宇部興産株式会社及び連結子会社の平成２２年６月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  
（注）  １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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